
インボイス・電子取引
の実務対応

税理士法人Ⅿパートナーズ

２０２３年８月２日(水)



～本日の内容～

インボイス制度とは？

売手としての備え（発行する請求書、領収書）

買手としての備え（支払い側の確認事項）

電子帳簿保存法とは？

電子取引保存の実務対応

まとめ



インボイス制度の確認

適格請求書（＝インボイス）とは？

売手が、買手に対して正確な適用税率や消費税
額等を伝えるための手段

⇒ 請求書、納品書、領収書、レシート、検収通知書など

書類の名称は問わない

消費税の計算において、仕入税額控除（事業者
が払った消費税を差引くこと）を行う際にこの
インボイスの保存が求められることになる。



消費税の納税義務者（申告しなければいけない人）の確認

前々期（前々年） 前期（前年） 当期（今年）

基準期間 特定期間

消費税がかかる収入金額
（課税売上高）が1,000万円
超or以下

「超」の場合は、当期＝課税
事業者（申告必要）

「以下」の場合は、特定期間
の判定へ

消費税がかかる収入金額
（課税売上高）又は給与支
払額が1,000万円超or以下

前半６カ月

「超」の場合は、当期＝課税
事業者（申告必要）

「以下」の場合は、納税義務
なし

又は

課税事業者（納税義務あり）



仕入税額控除とは？

自社
（事業者）

得意先
仕入先

（事業者）

商品

代金11,000円

商品

代金22,000円

この場合に納付する消費税額は？

2,000円 － 1,000円 ＝ 1,000円

これが仕入税額控除（ただ、払った消費税を
差引いているだけ）



2023年10月1日以降

自社が、消費税の計算において仕入税額控除を受ける
ためには、受取ったインボイスの保管が必要！

逆に売手の立場に立つと、売先の事業者が仕入
税額控除を受けるために自社が発行したインボ
イスが必要となる！

売手側としてやるべきことの確認



売手としての備え

自社発行書類の確認が最初！

①取引先に発行している書類の収集

②書類の様式を確認

③インボイスとする書類の確定

④インボイスとする書類に必要な項目を追加

⑤発行したインボイスの控えの保存方法を確定

※取引先が請求書の様式を指定している場合には、さらに対
応に時間がかかる可能性もある。



取引先に発行している書類を確認

見積書 注文書 納品書 請求書 領収書

この中で取引先に消費税額を通知している書類は
どれですか？

インボイス制度では、書類の名称に関係なく、
インボイスの記載要件を満たしたものが
インボイスとして取り扱われる。



それ以外の確認

取引の都度、請求書等の書類を交付していない
取引（契約に基づく自動振替の収入など）につ
いて、既存契約書の内容を確認する必要あり。

インボイスとして必要な情報（登録番号・適用
税率・消費税額等）の記載が、契約書上なかっ
た場合

必要な追加情報を取引先に別途通知する必要あり



請求書の様式確認

①インボイス発行事業者の氏名又は名称及び登録番号

②取引年月日

③取引内容（軽減税率の対象品目である旨）

④税率ごとに区分して合計した対価の額
（税込又は税抜）及び適用税率

⑤税率ごとに区分した消費税額等

⑥交付を受ける事業者の氏名又は名称



取引先から受取る
検収通知書や仕入明細書（支払通知書）
をインボイスとする場合

自社の登録番号を
記載してもらう

「送付後、一定期間内に
連絡がない場合は、確認
済みとします。」の文言
を記載してもらい承認の
手続きを簡素化させる。



インボイスにおける消費税額の端数処理

1つのインボイスにつき税率ご
とに１回とされています。



１万円未満の返還インボイスが不要とされる場合

想定されるケースは、端
数の値引、振込料の相殺
が多いのでは？

税込１万円未満の限定

適用期限がないので、
インボイス開始時から
ずっと続く規定



返還インボイスとは？

売上のマイナスが生じるときには、返還インボイスを発行する必要があります。



返還インボイスとは？



一番多い値引処理の仕訳例

Ａ者に対する売掛金500,000円について、振込料550円が
差し引かれて振り込まれた。

預金 ４９９，４５０ ／ 売掛金 ５００，０００

支払手数料 ５５０

会計上の認識は、振込料手数料
の負担。しかし、消費税法の認
識は、売上の返品・値引に該当
する。

入力時の消費税の課区税区欄に注
意が必要。JDLの場合は、課区２１
を入力。その他のソフトの場合は、
「返品値引等」を選択



2割特例とは？



先ほどの例でみると・・・

皆様
（事業者）

得意先
仕入先

（事業者）
登録なし

商品

代金11,000円

商品

代金22,000円

この場合に納付する消費税額は？

2,000円 － 1,000円 ＝ 1,000円一般

令和５年１０月～令和８年９月

2,000円 × 20％ ＝ 400円

負
担
減

2割特例



インボイスの登録を
しなければ、免税事
業者（消費税を納め
なくてもいい事業
者）であった事業者
のみの適用

事前届出不要

令和５年１０月
～令和８年９月まで
の期間限定

一般と簡易課税の
どちらを選択してい
いても要件を満たし
ていれば使えます



2割特例の判定

基準期間の課税売上高が1,000万円以下
であれば使える可能性も！



買手としての備え

対策の第一歩は現状把握！

①取引先から受け取っている書類の収集

②取引先のインボイスの登録番号を確認（登録しない可能性も）

③インボイスとする書類の確定

④インボイスの受取方法の確認（紙or電子）

⑤事前に受け取ったインボイスの様式確認（不足項目がないか）

⑥受取インボイスの保存方法を確定

※国税庁の公式サイトで支払先が「インボイス発行事業者」であることを確認。



取引先から受け取っている書類を確認

見積書 注文書 納品書 請求書 領収書

この中で消費税額が記載されている書類は
どれですか？

インボイス制度では、書類の名称に関係なく、
インボイスの記載要件を満たしたものが
インボイスとして取り扱われる。



買手の場合仕入以外の経費にも注意！

毎月発生する取引については、ある程度確認できるか
もしれませんが、臨時的に発生する可能性のあるもの
も頭に入れておく必要があります。

福利厚生費、交際費、旅費交通費など不特定の取引先
から受け取るもの。電子マネー決済の経費も注意。

電子取引にも注意。メールやＦＡＸ（受信してそのまま
保存しているもの）で受け取るもの、ネットでの購入な
ど。



未登録事業者への支払の特例

現在
段階的（3年ごと）に縮小していく。
（納付税額が増える）



先ほどの例でみると・・・

皆様
（事業者）

得意先
仕入先

（事業者）
登録なし

商品

代金11,000円

商品

代金22,000円

この場合に納付する消費税額は？

2,000円 － 1,000円 ＝ 1,000円現在

令和５年１０月～ － 800円 ＝ 1,200円
令和８年１０月～ － 500円 ＝ 1,500円
令和１１年１０月～ － 0円 ＝ 2,000円

負
担
増

納付税額



31、8

34

今後の会計処理の注意点

取引

課税

非課税

不課税

10％

軽減８％

８％

登録事業者からの10％

未事業者からの10％

登録事業者からの軽減８％

未事業者からの軽減８％

新たな区分

31、10

31、71

31、9

31、70

0

入力の際にどの区分に該当するのかを注意する必要！

今まで



支払い側としての注意点、特例の確認

▼帳簿のみの保存だけで仕入税額控除が受けられる場合
▼少額取引の特例（一定規模事業者に対する事務負担軽減）
▼10月１日をまたぐ取引
▼立替金の対応
▼賃借料の取扱い（家賃等）
▼リース料の取扱い
▼カード会社からの利用明細書
▼交通系ＩＣカードのチャージ代の取扱い



① 公共交通機関特例の対象としてインボイスの交付義務が免除される３万円未満の公共交通機関による旅客の運送 

② 適格簡易請求書の記載事項（取引年月日を除きます。）が記載されている入場券等が使用の際に回収される取引
（①に該当するものを除きます。）

③ 古物営業を営む者のインボイス発行事業者でない者からの古物（古物営業を営む者の棚卸資産に該当するものに
限ります。）の購入 ※

④ 質屋を営む者のインボイス発行事業者でない者からの質物（質屋を営む者の棚卸資産に該当するものに限り
ます。）の取得 ※

⑤ 宅地建物取引業を営む者のインボイス発行事業者でない者からの建物（宅地建物取引業を営む者の棚卸資産に該
当するものに限ります。）の購入 ※

⑥ インボイス発行事業者でない者からの再生資源及び再生部品（購入者の棚卸資産に該当するものに限ります。）
の購入 ※

⑦ インボイスの交付義務が免除される３万円未満の自動販売機及び自動サービス機からの商品の購入等 

⑧ インボイスの交付義務が免除される郵便切手類のみを対価とする郵便・貨物サービス（郵便ポストに差し出され
たものに限ります。） ※

 ⑨ 従業員等に支給する通常必要と認められる出張旅費等（出張旅費、宿泊費、日当及び通勤手当）

※相手方がインボイス発行事業者である場合は、インボイスの交付を受け、それを保存する必要が
あります。

帳簿のみの保存だけで仕入税額控除が受けられる場合

インボイスが無くてもいい場合



少額取引の特例（一定規模事業者に対する事務負担軽減）

令和5年10月１日
～令和11年9月30日までの特例
（期間限定）

税込判定、1回の取引合計で
１万円未満

一定の事項を記載した帳簿の
保存？

規模限定
（基準期間又は特定期間）



少額取引の特例があるかの確認

前々期（前々年） 前期（前年） 当期（今年）

基準期間 特定期間

消費税がかかる収入金額
（課税売上高）が１億円超
or以下

「超」の場合は、特定期間の
判定へ

「以下」の場合は、適用あり

消費税がかかる収入金額
（課税売上高）が５千万円
超or以下

前半６カ月

「超」の場合は、適用なし

「以下」の場合は、適用あり

特例あり！



一定の事項を記載した帳簿の保存？

元帳の摘要欄への入力が必要
（インボイスを保存しない場合）



期間をまたぐ取引

今まで通り

迷いなく
インボイス必要

売手に合わせる

事後に受取る
インボイスを保存

とりあえずは、



立替金の対応

自社（Ａ社）

取引先（Ｂ社）

or
従業員（Ｂ） 仕入先（Ｃ社）

精算 立替払

インボイス
の交付

Ｃ社からの
インボイス
＋立替金精算書

自社が、Ｃ社から立替払をしたＢ社又はＢ宛に交付されたインボイスを
Ｂ社からそのまま受領したとしても、これをもって、Ｃ社から貴社に交
付されたインボイスとすることはできません。

立替払を行ったＢ社から、立替金精算書等の交付を受けるなどによ り、
経費の支払先であるＣ社から行った課税仕入れが貴社のものであることが
明らかにされている場合には、そのインボイス及び立替金精算書等の書類
の保存をもって、貴社は、Ｃ社から の課税仕入れに係る請求書等の保存
要件を満たすこととなります



賃借料の取扱い（家賃等）

貴社
（Ａ社）

家主Ｂ
（インボイス
登録事業者）

賃借

通帳より支払

令和5年１０月１日前から契約

① 賃貸契約書（現在保管しているもの）

② ①に不足している事項の通知書を発行してもらう（登録番号、
 税率、消費税額など）

③ 口座振替の場合は通帳の保存、振込の場合は、振込金受取書を保存

仕
入
税
額
控
除
を

受
け
る
た
め
に



リース料の取扱い

リース料を支払の都度、リース料として経費処理している場合

所有権移転外リース取引（一番多いリース形態）は、原則、リース物件
の納品日に全額仕入税額控除を行う。ただし、賃借人が支払の都度経費
処理している場合には分割控除を認めている。⇒ここは変わらない！

令和５年10月1日リース契約 リース契約

リース料全額に対する区分記
載請求書を受け取り＋保存
（リース終了後7年間保管）

リース料全額に対するインボ
イスを受け取り＋保存
（リース終了後7年間保管）

上記の通り保管することで、リース料として処理した都度仕入税額控除が可能



カード会社からの利用明細書

カード会社から受け取る利用明細書は、カード会社への年会
費及び明細発行手数料を除き、インボイスには該当しません。

クレジット決済する際に受取る領収書（インボイス）が必要
です。会計処理は、カード明細を見て行いますが、あくまで
も明細であってしインボイスには該当しません。これは、以
前から同様です。

ここは、特に社長等経営陣が気を付けるべき点です！インボ
イスがなくても良いのは、先ほどの9つ限定です！



交通系ＩＣカードのチャージ代の取扱い

会計処理

チャージ時 使用時 期末

原則
貯蔵品

(不課税)

交通費
(課税仕入）

ー

実務上
交通費

(課税仕入)
ー

貯蔵品
(課税仕入れ
の戻し）

チャージ時 使用時

交通費

交付されず

不要取引の
可能性大

物品購入 必要

インボイスとの関係

インボイス制度が始まってからは、原則の会計処理が正しい。特
に、物品購入の際には、必ずインボイスを受け取ってください！



電帳法への対応
～電子取引の保存について～



電帳法への対応

電子帳簿保存

スキャナ保存

電子取引

任意（会社の選択です）

全事業者に強制適用

電子取引データを漏れなくどのように電子保存していくこと
とするのかを検討する必要があります。

令和６年１月１日より適用開始（宥恕期間終了）



⑴ 電子メールにより請求書や領収書等のデータ（ＰＤＦファイル等）を受領
⑵ インターネットのホームページからダウンロードした請求書や領収書等のデータ （ＰＤＦファイル
等）又はホームページ上に表示される請求書や領収書等のスクリー ンショットを利用 

⑶ 電子請求書や電子領収書の授受に係るクラウドサービスを利用
⑷ クレジットカードの利用明細データ、交通系ＩＣカードによる支払データ、スマー トフォンアプリ
による決済データ等を活用したクラウドサービスを利用 

⑸ 特定の取引に係るＥＤＩシステムを利用
⑹ ペーパーレス化されたＦＡＸ機能を持つ複合機を利用 

⑺ 請求書や領収書等のデータをＤＶＤ等の記録媒体を介して受領

国
税
庁
の
例
示



自社の電子取引の対象確認

□電子メールで送受信している請求書や領収書
□Amazon、楽天、モノタロウ等のインターネットサイトで物品購入している
□公共料金の請求内容は紙ではなく、インターネットで確認している
□クレジットカードの利用明細をインターネットで入手している
□PayPay等電子決済サービスを利用している
□従業員がネットで購入した旅費を立替払い精算している
□電子請求書や電子領収書等を受領している
□複合機で取引情報を含むFAXを電磁的に受け取って紙を出力していない
□大手メーカーとの取引に専用のシステムを利用している
□請求データをインターネットで入手している

消費税のインボイスとも関係するため、
状況把握が大切。



一番簡単な「改ざん防止
のための事務処理規程を
定める」方法が実務的。
コストがかからない。

⇒ 主に2つの要件

① 真実性の要件

② 可視性の要件

税制改正により、5,000
万円以下である事業者
になった。



索引簿（サンプル）

連番 日付 金額 取引先 備考

① 20210131 110000㈱霞商店 請求書

② 20210210 330000国税工務店㈱ 注文書

③ 20210228 330000国税工務店㈱ 領収書

④

⑤

PDFファイルに番号
をつけて保存する

Excelと自社のPC又はサー
バーで管理する方法がコ
ストがかからず一般的。
「JDL IBEX電子取引データ
保存」ソフトも使用可能
です。ただし、無償のソ
フトのため、自動での読
み取り機能はありません。
自社でソフトを購入する
ことも選択肢の１つ。

Excel管理の一例



Ｍパートナーズとしての対応

JDL IBEX 出納帳、会計、出納帳major

電子取引保存用のソフトがついてきます。

※上記以外のソフトを利用又は他社ソフトや
何も利用していない場合

JDL IBEX 出納帳majorをダウンロードして利用する。
このソフトは、無償です。ぜひ一度お試しを！



まずは、ダウンロード



メイン画面



使い方は簡単

①保存したいファイル
を選択又はドロップす
る。

②右枠に、日付・取引
先・金額を入力する

③「データを登録する」
を選択

バックアップは、自社で
行う必要あり。クラウド
ではありません！



まとめ

もう期限はそこまで迫っています。
再度、自社の対応状況を確認してください。
ソフトのバージョンアップができているか、請
求書、領収書等対応が完了しているかなど

迷ったら、ぜひご相談ください！
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